
Hyogo Prefecture

産後ケア事業協議会について
１. 設置⽬的 産後ケア事業集合契約に関する課題等について協議し、集合契約による産後

ケア事業を市町が円滑に実施できるように推進するため設置する。

内容取組時期
市町から契約事務を委任された県と、医療機関から委任を受けた兵庫県医師会、
助産所から委任を受けた県助産師会が代表して契約
〔 34市町、128実施機関が集合契約に参加〕

集合契約R7.4.1

市町：議題照会、集合契約後に寄せられた議題に対する市町の判断を照会
※産後ケア事業の補助対象経費、加算の設定等

協⼒機関・関係団体：議題照会、兄姉利⽤の場合の⾦額設定状況を照会
第１回調査R7.4.21

市町：第１回調査の議題に対する市町の判断、第１回調査結果の情報提供等
協⼒機関：キャンセル料の統⼀の意向を照会第２回調査R7.6.6

市町：判断がわかれた項⽬の再調査第３回調査R 7.7.8

集合契約参加34市町（会場：14名、Web：20名）
関係団体（兵庫県医師会2名、兵庫県産科婦⼈科学会1名、兵庫県助産師会1名、兵庫県看護協会1名）
※オブザーバー（会場：兵庫県助産師会2名、市町4名

Web：兵庫県助産師会1名、市町27名、協⼒機関32名、健康福祉事務所9名）

３. 構成員
（出席者）

４. 開催までの経緯

R7.7.29現在の協⼒機関数：132機関

２. 開催⽇時 令和7年7⽉29⽇（⽕）15:00〜16:30 ※ハイブリット開催

産後ケア事業協議会（R7.7.29）結果報告
（協議会後の再調査結果含む） 1
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【提出された議題】

集合契約参加市町及び協⼒機関から提出のあった、産後ケア事業を実施する上での議
題に対し、今後の対応を協議。

産後ケア事業は、市町が実施主体として判断し取組むものであることから、集合契約
参加市町（34市町）と関係団体との協議の場を設定し、集合契約参加市町の判断のもと、
統⼀した対応ができるよう調整。

議 題（1回⽬調査）
１産後ケア事業の対象経費について
(1) 補助対象経費の実施要綱への記載
(2) 補助対象経費の明確化
(3) 補助対象外の時間を要するサービスの取り扱い
(4) 通所型、訪問型の料⾦算出
(5) 通所型、訪問型の延⻑時の料⾦算出⽅法（3回⽬調査）
(6) 宿泊型と通所型、訪問型の併⽤利⽤（3回⽬調査）

２加算の追加について（3回⽬調査：兄姉加算）

３様式の統⼀について（3回⽬調査）
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議 題（2回⽬調査）
１キャンセル料の統⼀
(1) 発⽣時期と⽀払い基準、(2)公費負担
２利⽤料(利⽤者負担額)の統⼀
３利⽤券の統⼀
４協⼒機関から市町への予約報告の統⼀
５要⽀援加算の判断基準の統⼀
６利⽤上限回数、利⽤上限時間の統⼀
７重⼤事故発⽣時及び虐待等と疑われる
事案の報告先

８令和8年度：契約⾦額の増額（3回⽬調査）

 国実施要綱及び国ガイドライン等を踏まえて市町が判断する。
（産後ケア事業は、児の預かり事業ではない。）

 実施主体である市町において判断するものであるが、
集合契約の場合は、県で市町の判断を整理し県内⼀律の対応も可能

国
⾒
解

産後ケア事業協議会の協議内容について
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協議結果内容意⾒議題項⽬
⼈件費、多床室、個室料(特別室除く)、⾷費、光熱費、寝具、消毒、訪問型
の交通費とする。
上記、補助対象項⽬は、利⽤者からの追加徴収を認めない。
※ 契約⾦額の中で、補助対象外の経費を含めることは差し⽀えない。
ただし、時間を要するサービスは対象外

⾒直し、実
施要綱等へ
の記載

補助対象
の明確化

実施要綱
への記載

下記のサービスは補助対象外とする
エステ、整体、カイロプラクティック、⾜裏療法、鍼灸、アロママッサージ、
マッサージ、ベビーマッサージ、親⼦ヨガ、親⼦ピラティス、離乳⾷教室、
宿泊事前説明のための通所利⽤

設定なし→
設定

補助対象
外サービ
ス

利⽤報告書、請求書は、市町の修正案が様々で統⼀不可能。
（市町意⾒：様式修正）できるだけ県の参考様式を利⽤するにとどめる。

ひな形を提
⽰→統⼀

様式の
統⼀

（２）来年度利⽤分から適⽤

3１. 議題に対する協議結果
（１）協議会後、9/1以降の利⽤分から適⽤し運⽤

協議結果内容意⾒議題項⽬

通所型、訪問型は、協⼒機関が設定した時間単位のケア提供とし、延⻑
が必要な場合は、利⽤者に同意を得た上で１時間単位での実施とする。

切り捨て、
切り上げ設
定→⾒直し

延⻑時の料
⾦算出⽅法

宿泊型と通所型、訪問型の併⽤利⽤は、併⽤利⽤の必要があり、かつ利
⽤者が希望する場合のみ同⽇利⽤を認める。

設定なし→
設定併⽤利⽤
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（３）現⾏のままで継続
協議結果内容意⾒議題項⽬

時間を要する対象外サービスは、産後ケア事業のサービス時間に含めない。
【補助対象外の例】エステ、整体、カイロプラクティック、⾜裏療法、

鍼灸、アロママッサージ、マッサージ、ベビーマッサージ、親⼦ヨガ、
親⼦ピラティス、離乳⾷教室、宿泊事前説明のための通所利⽤

本事業に含
めない→⾒
直し

対象外サービ
スの取り扱い

通所型、訪問型の料⾦算出⽅法は、時間単価で算出時間→変更料⾦算出
24H365⽇受け⼊れ体制加算、⽣後4か⽉以降の児の受⼊れ加算、夜間職員
2名以上配置加算、兄姉受⼊れ加算：設定はしない。

設定なし→
設定加算の追加

キャンセル料の発⽣時期と⽀払い基準を統⼀せず、協⼒機関で設定する。
キャンセル料の公費負担は実施しない。

統⼀、公費
負担キャンセル料

利⽤料(利⽤者負担額)の統⼀不可能。市町の設定で実施。統⼀利⽤料
利⽤券の発⾏⽅式は、市町で異なり統⼀不可能。市町の⽅式で発⾏。〃利⽤券
協⼒機関からの予約報告の⽅法は、市町の希望する統⼀⼿法が異なり統⼀
不可能。市町設定の予約報告⽅法で実施。〃予約報告

市町の判断基準が異なり統⼀不可能。リスクアセスメントをもとに市町が
加算の要否を判断。(市町判断で基準を追加可)〃要⽀援加算の

判断基準
利⽤上限回数、利⽤上限時間は統⼀不可能。市町の設定で実施。〃利⽤上限等
産後ケア事業実施担当者による虐待等と疑われる事案の報告先及び、重⼤
事故発⽣時の報告先は、協⼒機関所在地市町とする。（利⽤者の状況は利
⽤者の住所地にも報告）

市町の判断
を確認報告先

令和７年度と同額とするR8年度増額契約⾦額
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【産後ケア事業ガイドラインの改定内容】
「８安全に関する留意事項」
・「(4)産後ケア事業の実施担当者による虐待と疑われる事案を確認した場合の対応」に
ついて、事業者での対応や、市町村から都道府県を通じた国への情報提供を新たに記載。

・「(5)重⼤事故発⽣時の対応」について、最新の通知を踏まえた対応に更新。

5
 令和7年3⽉21⽇：産後ケア事業における重⼤事故発⽣時の報告様式等

について（依頼）
 令和7年3⽉28⽇：「産前・産後サポート事業ガイドライン及び

産後ケア事業ガイドライン」の改定について

国
通
知

今後の対応について
（１）産後ケア事業確認書の更新：県ホームページのデータを更新

「Ⅳ安全に関する関する留意事項」
・「④本事業の実施担当者による虐待と疑われる事案を確認した場合の対応」を追加記載。
・⽂⾔の⼀部追加記載（別添：産後ケア事業確認書を参照）

（２）すでに確認書を提出している協⼒機関への対応
市町を通じて協⼒機関に追加記載部分の確認を依頼し、市町を通じて県健康増進課へ提出

※集合契約未参加市町に所在する協⼒機関へは、県健康増進課から依頼

２. 産後ケア事業確認書について
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 実施主体である市町において判断し対応を⾏う。
 利⽤者の住所地市町と協⼒機関の所在地市町が異なる場合は、両者で連携し対応を⾏う。

⇒ 集合契約参加市町全体での共有及び統⼀が必要な場合は、
令和８年度産後ケア事業協議会の議題として市町から提案する。

※協⼒機関からの議題は、市町⼜は関係団体から提案する。

３. 疑義等の発⽣時の対応について 6

10留意事項（８）次に掲げる事業は対象から除外する。
①講習会等による集団指導（両親学級、⺟親学級、育児学級等）
②新⽣児訪問及び妊産婦訪問指導
③⼦育て経験者、ヘルパー等が実施する家事援助
④⼀⽅的な情報発信のみで相談対応を⾏わない事業

（参考）国ガイドライン：産前・産後サポート事業ガイドライン
産後ケア事業ガイドライン（令和7年3⽉）

（参考）国実施要綱：産後ケア事業実施要綱（R7.3.26）

 国実施要綱及び国ガイドライン等を踏まえて市町が判断する。
（産後ケア事業は、児の預かり事業ではない。）

 実施主体である市町において判断するものであるが、
集合契約の場合は、県で市町の判断を整理し県内⼀律の対応も可能。

国
⾒
解
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４. 今後のスケジュールについて 7
確認書実施内容時期

・県ホームページに更新
版を掲載

・既に登録している協⼒
機関：(市町経由で)追加
記載部分の確認を依頼
(※1)→(市町経由)
県提出〆12/19

構成員：①議事録(案)、②協議会結果報告(案)の内容
③確認書の確認依頼→修正あれば県提出〆8/15R7.8⽉上旬頃

構成員の修正意⾒を反映した①②③を構成員に送信R7.8⽉中旬頃

②協議会結果報告、③確認書を県ホームページに掲載
市町、関係団体、協⼒機関へ②③を周知 (※1)

【 R7.9.1以降の利⽤分から適⽤ 】
東海北陸近畿地区⺟⼦保健主管課⻑会議：こども家庭庁への要望・質問
出席者：県、政令市、中核市 開催地：静岡県

R7.10.16

修正意⾒
〆10⽉下旬頃

市町：令和8年度市町実施要綱(県参考様式)(修正案)、集合契
約書(案)の確認依頼R7.10⽉頃

〃県医師会、県助産師会：集合契約書(案)の確認依頼
集合契約未参加市町(7市町)に対して、集合契約意向確認→委任状の提出

令和8年度集合契約の締結R8.4.1
市町、協⼒機関、関係団体に議題等の照会 協⼒機関へは、市町通じて照会 (※1)R8.4⽉・5⽉頃

令和8年度産後ケア事業協議会の開催R8.7⽉頃

(※1) 協⼒機関へは、市町を通じて実施。未参加市町に所在する協⼒機関へは、直接県から実施。
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（２）兵庫県のホームページの更新について

報告事項
（１）｢産後ケア事業のご案内｣ちらしについて

 兵庫県作成のちらしを作成し、県のホームページに掲⽰
 産後ケア事業の説明、集合契約参加市町⼀覧を掲載(裏⾯)

 データのみの作成であり、随時更新

市町等の意⾒も踏まえ、説明⽂を追加記載（随時更新）
（兵庫県㏋）https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf17/sangokeark.html

【更新内容】
① 産後ケア事業は、市町が産後ケア実施機関に委託

している事業（助成あり）であることを記載
② 産後ケア事業以外の産後のケア（全額⾃⼰負担）があることを記載

③ 産後ケア事業は児の預かり事業ではないことを記載
④ キャンセル料の設定がある実施機関があることを記載

市町においても利⽤者への丁寧な説明を⾏うとともに、住⺠にわかりやすいように
市町作成のちらしや市町ホームページに掲載するなど⼯夫をお願いします。

8

【留意事項】実施機関では様々な産後のケア（全額⾃⼰負担）を提供しています。実施機関に予約する際は、
「市町が委託する産後ケア事業（助成あり）を利⽤したい」と伝えてください。（産後ケア事業対象外
（全額⾃⼰負担）のサービスも提供している所もありますので、ご確認の上、ご利⽤ください。） 等

予約時にキャンセル料の発⽣時期
やキャンセル料等、確認した上で
予約をお願いします。
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9
 産後の⺟⼦に対して専⾨職による⼼⾝のケアや育児の指導及び相談等を⾏う産後ケア事業
（市町が実施）について R7から新たに1/4を県が負担

 集合契約を開始し、市町サービスの充実に向けて検討
〇産後ケア事業の内容

○集合契約の概要
・市町から契約事務の委任を受けた県と、各実施機関から委任を受けた県医師会及び
県助産師会が、集合契約を締結（令和７年４⽉１⽇）

・参画市町に居住する利⽤者は、市町域を跨いでいずれの参画実施機関でも利⽤可能

内容区分
産後１年以内の⺟⼦で産後ケアを必要とする者対象者
市町実施主体
国1/2、県1/4、市町1/4 ※R6以前は、国1/2、市町1/2負担割合

Ａ 市

Ｂ 町

Ｃ 市

医療機関①

従来の契約 それぞれに様々な条件で契約
（事務が煩雑）

D 市 助産所④

医療機関②

助産所③

契約ｽｷｰﾑ統一
・対象
・ケア内容
・契約金額等

委任 委任

委任

集合
契約

集合
契約

Ａ 市

Ｂ 町

Ｃ 市

医療機関①

助産所③

医療機関②

助産所④

委任

委任

D 市

契約条件を統一してまとめて契約
(事務の軽減）

参加しない市町

令和７年度予算：総額1.3億円産後ケア事業の推進

集合契約参加：34市町、132機関(宿泊型59、通所型87、訪問型76) ※R7.4.1：127機関
未参加市町(7市町：神⼾市、明⽯市、⻄宮市、⾹美町、新温泉町、豊岡市、養⽗市）


